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原子力規制委員会 殿 

青森県むつ市大字関根字水川目596番地１ 

リサイクル燃料貯蔵株式会社 

代表取締役社長  高橋 泰成 

 

リサイクル燃料備蓄センター使用済燃料貯蔵事業変更許可申請書 

本文及び添付書類の一部補正について 

 

令和５年９月２１日付けＲＦＳ発５第９号をもって申請しましたリサイク

ル燃料備蓄センター使用済燃料貯蔵事業変更許可申請書の本文及び添付書類

を下記のとおり一部補正いたします。 

 

記 

 

リサイクル燃料備蓄センター使用済燃料貯蔵事業変更許可申請書の本文及

び添付書類を別添１及び別添２のとおり補正する。 

 

以 上 

  



 

別添１ 

 

 

 

 

本文の一部補正 
 



 

－1－ 

本文を以下のとおり補正する。 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

－2－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

上8 

下5 

四、変更の理由 

貯蔵する使用済燃料貯蔵設備本

体の 種類 を追加する。 

併せて，記載事項の一部につい

て，適正化を図る。 

 

四、変更の理由 

貯蔵する使用済燃料貯蔵設備本

体の金属キャスクの種類からＢ

ＷＲ用大型キャスク（タイプ２）

を削除し，ＢＷＲ用中型キャス

ク（タイプ２）及びＰＷＲ用キ

ャスク（タイプ１）を追加する。

併せて，記載事項の一部につい

て，適正化を図る。 

 

－7－ 

 

 

 四、使用済燃料貯蔵施設の位

置，構造及び設備並びに貯蔵の

方法 

 

別紙１の記載に変更する。 

 

－8－ 

－11－ 

 ハ．使用済燃料貯蔵設備本体の

構造及び設備 

 

別紙２の記載に変更する。 

 

 

－13－ 

－16－ 

 申請書添付参考図目録 

 

別紙３の記載に変更する。 

 

 

～ 

～ 

～ 
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別紙１ 

 

四、使用済燃料貯蔵施設の位置，構造及び設備並びに貯蔵の方法 

1. 使用済燃料貯蔵施設の位置，構造及び設備 

 

ロ．使用済燃料貯蔵施設の一般構造 

 

「ロ．使用済燃料貯蔵施設の一般構造」のうち，「(8)その他の主

要な構造」の「ｂ．(h) 飛来物（航空機落下等）」の記述を以下のと

おり変更する。 

 

(h) 飛来物（航空機落下等） 

リサイクル燃料備蓄センター周辺には，飛来物の発生の原因

となり得る工場はないことから，工場からの飛来物を考慮する

必要はない。また，航空機落下については，確率的要因により

設計上考慮する必要はない。 

 

「ロ．使用済燃料貯蔵施設の一般構造」のうち，「(8)その他の主

要な構造」に以下の記述を追加する。 

  

ｌ．津波や外部電源喪失等の異常時等においても，使用済燃料貯蔵

施設の基本的安全機能の監視の代替が確実にできるよう必要な

資機材を適切に配備する。 

 

  



 

－3－ 

別紙２ 

 

ハ．使用済燃料貯蔵設備本体の構造及び設備 

 

「ハ．使用済燃料貯蔵設備本体の構造及び設備」のうち，「(2)主

要な設備及び機器の種類」及び「(3) 貯蔵する使用済燃料の種類及

びその種類ごとの最大貯蔵能力」の記述を以下のとおり変更する。 

 

(2) 主要な設備及び機器の種類 

ａ．金属キャスク 

種 類  ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ） 

ＢＷＲ用中型キャスク（タイプ２）（注１） 

ＰＷＲ用キャスク（タイプ１）（注２） 

（注１）「使用済燃料貯蔵施設に係る特定容器等の型式

の設計に係る型式証明について（原規規発第

1508195号）」で型式証明され，「使用済燃料貯

蔵施設に係る特定容器等の設計の型式証明の

変更について（原規規発第1907048号）」で型式

の設計の変更について承認されたMSF-52B型

（型式証明番号：Ｍ－ＤＰＣ15001）の金属キャ

スクをいう（以下同様）。 

（注２）「使用済燃料貯蔵施設に係る特定容器等の型式

の設計に係る型式証明について（原規規発第

1605253号）」で型式証明され，「使用済燃料貯

蔵施設に係る特定容器等の設計の型式証明の
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変更について（原規規発第1907048号）」で型式

の設計の変更について承認されたMSF-21P型

（型式証明番号：Ｍ－ＤＰＣ16001）の金属キャ

スクをいう（以下同様）。なお，当該金属キャ

スクにはタイプ１バスケットとタイプ２バス

ケットがあるが，当社ではタイプ１バスケット

のみを使用する。 

ｂ．貯蔵架台 

種 類 金属キャスクたて置式 

 

(3) 貯蔵する使用済燃料の種類及びその種類ごとの最大貯蔵能力 

ａ．使用済燃料の種類 

(a) ＢＷＲ使用済燃料集合体 

ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ） 

新型８×８燃料 

新型８×８ジルコニウムライナ燃料 

高燃焼度８×８燃料 

使用済燃料の種類に応じて収納する使用済燃料集合体の

燃焼度及び原子炉から取り出して金属キャスクに収納する

までの期間について以下のとおりとする。 

新型８×８ジルコニウムライナ燃料のみを収納する場合，

高燃焼度８×８燃料のみを収納する場合，又は新型８×８

ジルコニウムライナ燃料及び高燃焼度８×８燃料を収納

する場合 

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度 40,000MWd/t 
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収納する使用済燃料集合体の平均燃焼度 34,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間 18年以上 

最大崩壊熱量 12.1kW（金属キャスク１基当たり） 

新型８×８燃料及び新型８×８ジルコニウムライナ燃料

を収納する場合 

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度 34,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間 24年以上 

最大崩壊熱量 10.9kW（金属キャスク１基当たり） 

新型８×８燃料のみを収納する場合 

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度 28,500MWd/t 

収納する使用済燃料集合体の平均燃焼度 26,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間 24年以上 

最大崩壊熱量 8.0kW（金属キャスク１基当たり） 

なお，使用済燃料集合体を金属キャスクへ収納するに当た

っては，使用済燃料の種類，収納する使用済燃料集合体の燃

焼度及び原子炉から取り出して金属キャスクに収納するま

での期間に応じて配置を管理する。 

ＢＷＲ用中型キャスク（タイプ２） 

新型８×８燃料 

新型８×８ジルコニウムライナ燃料 

高燃焼度８×８燃料 

使用済燃料の種類に応じて収納する使用済燃料集合体の
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燃焼度及び原子炉から取り出して金属キャスクに収納するま

での期間について以下のとおりとする。なお，使用済燃料に

は使用済燃料集合体平均燃焼度に対する軸方向の燃焼度の比

を包含する燃焼度分布（以下「ピーキングファクタ」とい

う。）の違いにより仕様ａ，仕様ｂ（注３）がある。 

新型８×８燃料（仕様ａ）のみを収納する場合 

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度 40,000MWd/t 

収納する使用済燃料集合体の平均燃焼度 34,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間 22年以上 

最大崩壊熱量 8.6kW（金属キャスク１基当たり） 

新型８×８ジルコニウムライナ燃料（仕様ａ）のみを収

納する場合 

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度 40,000MWd/t 

収納する使用済燃料集合体の平均燃焼度 38,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間 12年以上 

最大崩壊熱量 13.7kW（金属キャスク１基当たり） 

高燃焼度８×８燃料（仕様ａ）のみを収納する場合 

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度 50,000MWd/t 

収納する使用済燃料集合体の平均燃焼度 43,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間 12年以上 

最大崩壊熱量 13.7kW（金属キャスク１基当たり） 

新型８×８ジルコニウムライナ燃料（仕様ａ）及び高燃
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焼度８×８燃料（仕様ａ）を収納する場合 

収納する高燃焼度８×８燃料の最高燃

焼度 50,000MWd/t 

収納する高燃焼度８×８燃料の平均燃

焼度 43,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間 12年以上 

収納する新型８×８ジルコニウムライナ

燃料の最高燃焼度 40,000MWd/t 

収納する新型８×８ジルコニウムライナ

燃料の平均燃焼度 38,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに収

納するまでの期間 12年以上 

最大崩壊熱量 13.7kW（金属キャスク１基当たり） 

新型８×８燃料（仕様ｂ）のみを収納する場合 

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度 40,000MWd/t 

収納する使用済燃料集合体の平均燃焼度 34,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間 22年以上 

最大崩壊熱量 8.6kW（金属キャスク１基当たり） 

新型８×８ジルコニウムライナ燃料（仕様ｂ）のみを収

納する場合 

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度 40,000MWd/t 

収納する使用済燃料集合体の平均燃焼度 38,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに
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収納するまでの期間 12年以上 

最大崩壊熱量 13.7kW（金属キャスク１基当たり） 

高燃焼度８×８燃料（仕様ｂ）のみを収納する場合 

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度 50,000MWd/t 

収納する使用済燃料集合体の平均燃焼度 43,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間 13年以上 

最大崩壊熱量 13.7kW（金属キャスク１基当たり） 

新型８×８ジルコニウムライナ燃料（仕様ｂ）及び高燃

焼度８×８燃料（仕様ｂ）を収納する場合 

収納する高燃焼度８×８燃料の最高燃

焼度 50,000MWd/t 

収納する高燃焼度８×８燃料の平均燃

焼度 43,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間 13年以上 

収納する新型８×８ジルコニウムライナ

燃料の最高燃焼度 40,000MWd/t 

収納する新型８×８ジルコニウムライナ

燃料の平均燃焼度 38,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに収

納するまでの期間 12年以上 

最大崩壊熱量 13.7kW（金属キャスク１基当たり） 

なお，使用済燃料集合体を金属キャスクへ収納するに当た

っては，使用済燃料の種類，収納する使用済燃料集合体の燃
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焼度及び原子炉から取り出して金属キャスクに収納するま

での期間に応じて配置を管理する。 

（注３）型式証明の記載は仕様Ａ，仕様Ｂで記載しているが，

本申請書ではＰＷＲの燃料種類と区別するため，仕

様ａ，仕様ｂと記載することとした。 

(b) ＰＷＲ使用済燃料集合体 

ＰＷＲ用キャスク（タイプ１） 

17×17燃料 48,000MWd/t型（Ａ型） 

17×17燃料 48,000MWd/t型（Ｂ型） 

17×17燃料 39,000MWd/t型（Ａ型） 

17×17燃料 39,000MWd/t型（Ｂ型） 

使用済燃料の種類に応じて収納する使用済燃料集合

体の燃焼度及び原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間について以下のとおりとする。 

17×17燃料 48,000MWd/t型（Ａ型） 

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度 48,000MWd/t 

収納する使用済燃料集合体の平均燃焼度 44,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間 15年以上 

17×17燃料 48,000MWd/t型（Ｂ型） 

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度 48,000MWd/t 

収納する使用済燃料集合体の平均燃焼度 44,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間 20年以上 

17×17燃料 39,000MWd/t型（Ａ型） 
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収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度 39,000MWd/t  

原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間 15年以上 

17×17燃料 39,000MWd/t型（Ｂ型） 

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度 39,000MWd/t  

原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間 20年以上 

最大崩壊熱量 13.9kW（金属キャスク１基当たり） 

なお，使用済燃料集合体を金属キャスクへ収納するに当た

っては，使用済燃料の種類，収納する使用済燃料集合体の燃

焼度及び原子炉から取り出して金属キャスクに収納するま

での期間に応じて配置を管理する。また，使用済燃料集合体

の種類毎に単独又は混載して収納する。更に，使用済燃料集

合体は，バーナブルポイズン集合体を挿入した状態で金属キ

ャスクへ収納する場合がある。 

 

ｂ．最大貯蔵能力 

金属キャスク１基当たりの貯蔵能力 

ＢＷＲ使用済燃料集合体 

ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ）  69体 

ＢＷＲ用中型キャスク（タイプ２）  52体 

ＰＷＲ使用済燃料集合体 

ＰＷＲ用キャスク（タイプ１）  21体 

 



 

－11－ 

別紙３ 

 

申請書添付参考図目録 

 

申請書添付参考図目録を次の通り変更する。 

「申請書添付参考図目録」を添付１のとおり変更する。 

「第６図 使用済燃料貯蔵設備本体概要図（ＢＷＲ用大型キャスク（タ

イプ２））（ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ））」を添付２のとおり

変更する。 

「第７図 使用済燃料貯蔵設備本体概要図（ＢＷＲ用中型キャスク（タ

イプ２））」及び「第８図 使用済燃料貯蔵設備本体概要図（ＰＷＲ用キ

ャスク（タイプ１））」を添付３のとおり追加する。 



 

－12－ 

添付１ 

申請書添付参考図目録 

 

第１図 リサイクル燃料備蓄センター敷地付近地図（添付書類四第9.2－1図） 

第２図 リサイクル燃料備蓄センター一般配置図 （添付書類六第2.3－1図） 

第３図 機器配置図（事業開始時）      （添付書類六第2.4－1図(1)） 

第４図 機器配置図（最大貯蔵時）      （添付書類六第2.4－1図(2)） 

第５図 断面図                （添付書類六第2.4－2図） 

第６図 使用済燃料貯蔵設備本体概要図 

（ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ）） （添付書類六第3.1－1図） 

第７図 使用済燃料貯蔵設備本体概要図 

（ＢＷＲ用中型キャスク（タイプ２）） （添付書類六第3.1－2図） 

第８図 使用済燃料貯蔵設備本体概要図 

（ＰＷＲ用キャスク（タイプ１））   （添付書類六第3.1－3図） 
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添付２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（設計貯蔵期間：50年間） 

 

第６図 使用済燃料貯蔵設備本体概要図 

（ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ）） 
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添付３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（設計貯蔵期間：50年間） 

 

第７図 使用済燃料貯蔵設備本体概要図 

（ＢＷＲ用中型キャスク（タイプ２）） 
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（設計貯蔵期間：50年間） 

 

第８図 使用済燃料貯蔵設備本体概要図 

（ＰＷＲ用キャスク（タイプ１）） 

（型式証明の申請範囲外） 



別添２ 

 

 

 

 

添付書類の一部補正 
 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

添付書類目次の一部補正 
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添付書類目次を以下のとおり補正する。 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

－1－ 

－2－ 

 

 添付書類目次 別 紙 １ の 記 載 に 変 更 す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

～ 
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別紙１ 

添 付 書 類 目 次 

 

今回の変更申請に係るリサイクル燃料備蓄センター使用済燃料

貯蔵事業変更許可申請書（使用済燃料貯蔵施設の変更）の添付書

類は以下のとおりである。 

 

添付書類一  変更後における使用済燃料の貯蔵の事業の目的に

関する説明書 

令和５年２月８日付け原規規発第2302082号を

もって事業変更許可を受けたリサイクル燃料備蓄

センターの使用済燃料貯蔵事業変更許可申請書の

添付書類一の記載内容に同じ。 

 

添付書類二  事業計画書 

別添１に示すとおり。 

 

添付書類三  変更に係る使用済燃料の貯蔵に関する技術的能力

に関する説明書 

別添２に示すとおり。 

また，追加する金属キャスクの搬入，貯蔵に関

する取扱いは，既許可の金属キャスクから変更は

ない。このため，使用済燃料の貯蔵に関する技術

的能力は，現状の人員を反映したのみであり，能

力に変更はない。 
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添付書類四  変更に係る使用済燃料貯蔵施設の場所における気

象，地盤，水理，地震，社会環境等の状況に関す

る説明書 

令和５年２月８日付け原規規発第2302082号を

もって事業変更許可を受けたリサイクル燃料備蓄

センターの使用済燃料貯蔵事業変更許可申請書の

添付書類四の記載内容に同じ。 

 

添付書類五  変更に係る使用済燃料貯蔵施設の場所の中心から

五キロメートル以内の地域を含む縮尺五万分の一

の地図 

令和５年２月８日付け原規規発第2302082号を

もって事業変更許可を受けたリサイクル燃料備蓄

センターの使用済燃料貯蔵事業変更許可申請書の

添付書類五の記載内容に同じ。 

 

添付書類六  変更後における使用済燃料貯蔵施設の安全設計に

関する説明書 

別添３に示すとおり。 

 

添付書類七  変更後における使用済燃料等による放射線の被ば

く管理及び放射性廃棄物の廃棄に関する説明書 

令和５年２月８日付け原規規発第2302082号を

もって事業変更許可を受けたリサイクル燃料備蓄

センターの使用済燃料貯蔵事業変更許可申請書の
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添付書類七の記載内容に同じ。 

 

添付書類八  変更後における使用済燃料貯蔵施設の操作上の過

失，機械又は装置の故障，浸水，地震，火災，爆

発等があった場合に発生すると想定される使用済

燃料貯蔵施設の事故の種類，程度，影響等に関す

る説明書 

令和５年２月８日付け原規規発第2302082号を

もって事業変更許可を受けたリサイクル燃料備蓄

センターの使用済燃料貯蔵事業変更許可申請書の

添付書類八の記載内容に同じ。 

 

添付書類九  変更後における使用済燃料貯蔵施設の保安のため

の業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関す

る説明書 

別添４に示すとおり。 

また，別添４の記載内容は，本申請書作成に係

る実績を記載したものである。 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

添付書類三の一部補正 
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添付書類三を以下のとおり補正する。 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

3－6  第１図 使用済燃料貯蔵施設の

設計及び工事に係る組織図 

別紙１の記載に変更する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  



3－2 

別紙１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１図 使用済燃料貯蔵施設の設計及び工事に係る組織図（注１） 

 

 

 

 

（注１）令和４年２月１０日に申請した使用前確認に係る使用前確認証の交付後３０日以内に
適用することとし，それまでの間は，キャスク管理部はキャスク設計製造部と読み替
え，キャスク設計グループに係る職務は従前のキャスク設計製造グループが担務し，
キャスク保全グループに係る職務は保全グループが担務し，通信連絡設備に関する施
設管理は総務グループが担務する。 

品質保証 

グループ 
品質監査部 

企画グループ 

総務グループ 

経理グループ 

企画総務部 
リサイクル燃料

備蓄センター長 
社 長 

品質保証委員会 

使用済燃料貯蔵

施設保安委員会 
品質保証部 

品質保証 

グループ 

防災安全 

グループ 

技術グループ 

環境・放射線 

管理グループ 

立地・広報 

グループ 

防災安全部 

技術安全部 

地域交流 

グループ 

地域交流部 

使用済燃料 

取扱主任者 

保全グループ 

貯蔵グループ 

土木・建築 

グループ 

貯蔵保全部 

キャスク設計 

グループ 

キャスク保全 

グループ 

キャスク管理部 



 

 

 

 

 

 

添付書類六の一部補正 
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添付書類六を以下のとおり補正する。 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

6－1 

6－3 

 添付書類六の変更又は追加の概

要説明の記載 

別紙１の記載に変更する。 

 

6－4  別表１ 別紙２の記載に変更する。 

6－5 

6－6 

 1. 安全設計 別紙３の記載に変更する。 

 

6－10 

6－11 

 1.3  参考文献 別紙４の記載に変更する。 

 

6－12と 

6－13の間 

 （記載追加） 

 

別紙５の記載を追加する。 

 

6－13 

 

 第1.1－4 表 敷地境界外におけ

る公衆の実効線量の評価結果 

別紙６の記載に変更する。 

 

6－14  第1.1－11表 カテゴリ別の航

空機墜落確率 

別紙７記載に変更する。 

 

6－15  第1.1－12表 評価対象空機の

離隔距離及び輻射強度 

別紙８の記載に変更する。 

6－19  第2.4－1表 使用済燃料貯蔵建

屋の除熱解析条件 

（ＰＷＲ用キャスク（タイプ

１）） 

別紙９の記載に変更する。 

 

 

 

6－24 

6－35 

 3.3 主要設備 別紙10の記載に変更する。 

 

6－39と 

6－40の間 

 （記載追加） 

 

別紙11の記載を追加する。 

 

～ 

～ 

～ 

～ 



 

6－2 

 

 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

6－40 

 

 第3.3－6表 金属キャスクの基

本的安全機能に係る評価結果 

別紙12の記載に変更する。 

 

6－41 

6－43 

 

 第3.4－1表 使用済燃料貯蔵設

備本体の主要仕様 

別紙13の記載に変更する。 

 

6－43と 

6－44の間 

 （記載追加） 別紙14の記載を追加する。 

 

6－45と 

6－46の間 

 （記載追加） 

 

別紙15の記載を追加する 

6－46 

6－47 

 7.2.3 主要設備 

(3) 放射線監視設備 

（記載削除） 

 

6－47と 

6－48の間 

 （記載追加） 別紙16，別紙17，別紙18，別紙

19及び別紙20の記載を追加す

る。 

 

  

～ 

～ 
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別紙１ 

 

令和５年２月８日付け，原規規発第2302082号をもって事業変更許可を

受けたリサイクル燃料備蓄センターの使用済燃料貯蔵事業変更許可申請書

の添付書類六の記述及び関連図面等を次のとおり変更又は追加するととも

に，図表について別表１のとおり読み替える。 

 

1. 安全設計 

1.1  安全設計の基本方針 

1.1.7  津波防護に関する基本方針 

1.1.7.5  使用済燃料貯蔵施設の遮蔽機能 

1.1.10.6 火災による金属キャスクへの熱影響 

(3) 貯蔵建屋内の空気の流れが変化した場合の金属キャスクへの影

響 

1.1.10.7 火災の重畳による影響 

1.2  使用済燃料貯蔵施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則（平

成25年12月 18日施行）への適合性 

1.2.10 外部からの衝撃による損傷の防止 

適合のための設計方針 

２ について 

(1) 飛来物（航空機落下等） 

 

1.3  参考文献 

第 1.1－3 表 設定する衝突想定条件 

第 1.1－4 表 金属キャスクの側部中央の表面から１m離れた位置におけ
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る線量当量率 

第 1.1－5 表 敷地境界外における公衆の実効線量の評価結果 

第 1.1－12 表 カテゴリ別の航空機墜落確率 

第 1.1－13 表 評価対象航空機の離隔距離及び輻射強度 

 

2. 使用済燃料貯蔵施設の配置 

2.4  主要な建物 

2.4.1  使用済燃料貯蔵建屋 

第 2.4－1 表 使用済燃料貯蔵建屋の除熱解析条件 

第 2.4－2 表 使用済燃料貯蔵建屋内の雰囲気温度評価結果 

第 2.4－3 表 使用済燃料貯蔵建屋コンクリート温度の評価結果（最高

値） 

 

3. 使用済燃料貯蔵設備本体 

3.1  概要 

3.2  設計方針 

(4) 除熱 

3.3  主要設備 

3.6  参考文献 

第 3.3－1 表(1) 臨界解析条件 

第 3.3－1 表(2) 臨界解析条件 

第 3.3－1 表(3) 臨界解析条件 

第 3.3－2 表(1) 使用済燃料集合体の線源強度計算条件 

第 3.3－2 表(2) 使用済燃料集合体の線源強度計算条件 

第 3.3－2 表(3) 使用済燃料集合体の線源強度計算条件 
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第 3.3－3 表(1) 線源強度計算結果 

第 3.3－3 表(2) 線源強度計算結果 

第 3.3－3 表(3) 線源強度計算結果 

第 3.3－6 表 金属キャスクの基本的安全機能に係る評価結果 

第 3.4－1 表 使用済燃料貯蔵設備本体の主要仕様 

第 3.1－1 図 使用済燃料貯蔵設備本体概要図 

（ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ）） 

第 3.1－2 図 使用済燃料貯蔵設備本体概要図 

（ＢＷＲ用中型キャスク（タイプ２）） 

第 3.1－3 図 使用済燃料貯蔵設備本体概要図 

（ＰＷＲ用キャスク（タイプ１）） 

第 3.3－1 図(1) 臨界解析における燃料配置条件 

（タイプ１バスケット，冠水状態） 

第 3.3－1 図(2) バスケット構造図（ＰＷＲ用キャスク（タイプ１）（タ

イプ１バスケット）） 

第 3.4－4 図 使用済燃料集合体の収納配置 

（新型８×８燃料のみを収納する場合） 

第 3.4－5 図 使用済燃料集合体の収納配置 

（新型８×８ジルコニウムライナ燃料のみを収納する場合） 

第 3.4－6 図 使用済燃料集合体の収納配置 

（高燃焼度８×８燃料のみを収納する場合） 

第 3.4－7 図 使用済燃料集合体の収納配置 

（新型８×８ジルコニウムライナ燃料及び 

  高燃焼度８×８燃料を混載収納する場合） 

第 3.4－8 図 使用済燃料集合体の収納配置 
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5. 計測制御系統施設 

5.2  計測設備 

5.2.2 設計方針 

 

7. 放射線防護設備及び放射線管理設備 

7.1  放射線防護設備 

7.1.2 設計方針 

(5) 遮蔽設計に用いる線源強度 

7.2  放射線管理設備 

7.2.2 設計方針 

(3) 放射線計測器 

第 7.1－2 図(1) コンクリート中のガンマ線の実効線量率減衰比 

第 7.1－2 図(2) コンクリート中の中性子線の実効線量率減衰比 

 

8. その他使用済燃料貯蔵設備の附属施設 

8.3  電気設備 

8.3.2 設計方針 

 

（添付） 

1. 使用済燃料貯蔵施設に係る特定容器等の型式の設計に係る型式証明につ

いて（原規規発第1508195号），原子力規制委員会，平成27年８月19日

（型式証明番号：Ｍ－ＤＰＣ15001） 

2. 使用済燃料貯蔵施設に係る特定容器等の型式の設計に係る型式証明につ

いて（原規規発第1605253号），原子力規制委員会，平成28年５月25日

（型式証明番号：Ｍ－ＤＰＣ16001） 
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3. 使用済燃料貯蔵施設に係る特定容器等の設計の型式証明の変更について

（原規規発第1907048号），原子力規制委員会，令和元年７月５日（型

式証明番号：Ｍ－ＤＰＣ15001） 

4. 使用済燃料貯蔵施設に係る特定容器等の設計の型式証明の変更について

（原規規発第1907048号），原子力規制委員会，令和元年７月５日（型

式証明番号：Ｍ－ＤＰＣ16001） 
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別紙２ 

 

別表１ 

変更前 変更後 

第 1.1－5 表 衝撃を受けた金属キャ

スクの基本的安全機能に係る初期確

認，保守・修理及び搬出に必要な試

験・検査 

第 1.1－6 表 敷地内の浸水を想定し

て実施する項目の概要 

第 1.1－7 表 設計竜巻荷重を設定す

るための竜巻の特性値 

第 1.1－8 表 貯蔵建屋に対する設計

飛来物 

第 1.1－9 表 外部火災にて想定する

火災 

第 1.1－10 表 リサイクル燃料備蓄セ

ンター敷地内に設置する危険物貯蔵設

備 

第 1.1－13 表 安全機能を有する施設 

第3.3－1表 臨界解析条件 

第 1.1－6 表 衝撃を受けた金属キャ

スクの基本的安全機能に係る初期確

認，保守・修理及び搬出に必要な試

験・検査 

第 1.1－7 表 敷地内の浸水を想定し

て実施する項目の概要 

第 1.1－8 表 設計竜巻荷重を設定す

るための竜巻の特性値 

第 1.1－9 表 貯蔵建屋に対する設計

飛来物 

第 1.1－10 表 外部火災にて想定する

火災 

第 1.1－11 表 リサイクル燃料備蓄セ

ンター敷地内に設置する危険物貯蔵設

備 

第 1.1－14 表 安全機能を有する施設 

第3.3－1表(1) 臨界解析条件 

  



 

6－9 

別紙３ 

 

1. 安全設計 

1.1  安全設計の基本方針 

1.1.7  津波防護に関する基本方針 

1.1.7.5  使用済燃料貯蔵施設の遮蔽機能 

受入れ区域の損傷及び金属キャスクへの落下物や津波漂流物の衝突によ

り遮蔽機能が喪失するとともに，貯蔵区域の遮蔽扉が閉鎖できない状態を

仮定して線量を評価し，敷地境界外における公衆の実効線量が遮蔽機能の

回復を考慮して年間１mSvを超えないことを確認する。なお，年間１mSvを

超えるおそれがある場合，受入れ状況を評価し，年間１mSvを超えないよ

うに受入れ基数を制限する等の運用とする。 

以下の評価に当たっては，第1.1－4表に示すように金属キャスクの側部

中央の表面から１ｍ離れた位置における線量当量率が最大となり，敷地境

界線量が最も高くなるＢＷＲ用中型キャスク（タイプ２）を評価対象キャ

スクとする。 

(1) 線量評価の条件 

線量評価は，添付書類七「5. 平常時における公衆の線量評価」と同

様の計算方法によることとし，評価目的を踏まえ以下の条件を反映する。 

ａ．貯蔵区域の金属キャスクの線源強度及び放射線の線質は，断面積ラ

イブラリＭＡＴＸＳＬＩＢ－Ｊ33を用いて設定する。 

ｂ．受入れ区域の金属キャスクの基数は最大となる８基とし，落下物や

津波漂流物による中性子遮蔽材の損傷を仮定して金属キャスクが健全

な場合の線量と中性子遮蔽材損傷部からの線量のそれぞれを計算し合

算する。線源強度，放射線の線質及び表面エネルギスペクトルは，断
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面積ライブラリＭＡＴＸＳＬＩＢ－Ｊ33を用いて設定し，中性子遮蔽

材損傷部については，金属キャスク本体胴表面の線束が損傷部から生

じているものとして設定する。 

(a) 受入れ区域の損傷によりクレーンガーダが落下して金属キャスク

に衝突し，外筒を貫通して中性子遮蔽材を損傷させるものとする。

クレーンガーダは金属キャスクの仮置エリア付近にある５本がそれ

ぞれ１基の金属キャスクに衝突し，５基の金属キャスクの中性子遮

蔽材が損傷するものとする。 

 (b) 金属キャスクの中性子遮蔽材の損傷状態は，落下物の角部が衝

突して外筒を貫通し，本体胴で止まるまでに中性子遮蔽材を欠落さ

せるものとし，水平状態の金属キャスクの上部の中性子遮蔽材が，

径方向に平行に幅0.35ｍで損傷するものとする。 

ｃ．貯蔵建屋は，受入れ区域の損傷により受入れ区域の外壁及び天井の

遮蔽機能が喪失するとともに，貯蔵区域の遮蔽扉が開放された状態で

浸水し，津波が引くと同時に機器搬出入口から排水された後も遮蔽扉

が閉鎖できない状態を仮定する。なお，遮蔽機能の回復として，受入

れ区域の復旧は考慮しないが，金属キャスク損傷部の遮蔽機能の回復

（追加遮蔽体の設置とともに，その前段で受入れ区域の瓦礫撤去を想

定），及び貯蔵区域に通じる遮蔽扉部分の遮蔽機能の回復（遮蔽体の

設置）を考慮する。復旧期間は前者を３か月，後者を１か月とする。 

ｄ．線量の計算は，受入れ区域の金属キャスクからの寄与が大きいこと

から，受入れ区域に近い北側の敷地境界外について行う。 

(2) 線量評価の結果 

上記の評価方法に基づき敷地境界外における公衆の実効線量を評価し

た結果を第1.1－5表に示す。ＢＷＲ用中型キャスク（タイプ２）の敷地
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境界外における公衆の実効線量は年間１mSvを上回るため，受入れ状況

を評価し，年間１mSvを超えないように受入れ基数を制限する等の運用

とする。 

なお，ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ）及びＰＷＲ用キャスク

（タイプ１）の敷地境界外における公衆の実効線量は年間１mSvを下回

るため，受入れ基数を制限する必要はない。 
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第1.1－4表 金属キャスクの側部中央の表面から１ｍ離れた位置における線

量当量率 

 
ＢＷＲ用大型キャ
スク(タイプ２Ａ) 

ＢＷＲ用中型キャ
スク(タイプ２) 

（注） 

ＰＷＲ用キャスク
(タイプ１) 

（注） 

中性子線 26.2μSv/h 30.4μSv/h 19.0μSv/h 

ガンマ線 51.7μSv/h 51.1μSv/h 49.6μSv/h 

合  計 77.9μSv/h 81.5μSv/h 68.6μSv/h 

（注）断面積ライブラリＭＡＴＸＳＬＩＢ－Ｊ33を用いて評価。 
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第 1.1－5 表 敷地境界外における公衆の実効線量の評価結果 

 
 

ＢＷＲ用大型キャ
スク(タイプ２Ａ) 

ＢＷＲ用中型キャ
スク（タイプ２） 

（注１） 

ＰＷＲ用キャスク
（タイプ１） 
（注１） 

受入れ区域に存在
する金属キャスク
からの実効線量 
（年間） 

約7.6×10-1mSv 
（注２） 

約1.3×100mSv 
（注３） 

約8.9×10-1mSv 
（注４） 

貯蔵区域に存在す
る金属キャスクか
らの実効線量 
（年間） 

約2.1×10-2mSv 約2.1×10-2mSv 約2.1×10-2mSv 

実効線量合計 
（年間） 

約7.8×10-1mSv 約1.3×100mSv 約9.1×10-1mSv 

（注１）断面積ライブラリＭＡＴＸＳＬＩＢ－Ｊ33を用いて評価。 

（注２）このうち金属キャスクの中性子遮蔽材損傷部からの実効線量（年

間）は約1.4×10-1mSvである。 

（注３）このうち金属キャスクの中性子遮蔽材損傷部からの実効線量（年

間）は約5.1×10-1mSvである。 

（注４）このうち金属キャスクの中性子遮蔽材損傷部からの実効線量（年

間）は約1.9×10-1mSvである。 
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第 1.1－12 表 カテゴリ別の航空機墜落確率 

カテゴリ 
墜落確率 

（回／施設・年） 

民間航空機 

計器飛行方式 1.75×10-10 

有視界方式 

大型固定翼機 

（注１） 
5.47×10-10 

その他機種 

（注１）（注２） 
5.36×10-9 

自衛隊機又は 

米軍機 

 

訓練空域内（注３）

及び訓練空域外の 

墜落事故 

高高度飛行（注４）

を行う大型固定翼機 
2.49×10-9 

その他機種 

（注２） 
2.28×10-8 

基地－訓練空域往復時の墜落事故 2.13×10-8 

（注１）民間航空機のうち，有視界方式の大型固定翼機は自衛隊機又は米軍機の

高高度飛行を行う大型固定翼機に，その他機種は自衛隊機又は米軍機の

その他機種にそれぞれ包絡される。 

（注２）その他機種とは小型固定翼機，大型回転翼機及び小型回転翼機を指す。 

（注３）リサイクル燃料備蓄センター敷地上空には，自衛隊機又は米軍機の訓練

空域はない。 

（注４）高度５万フィート以上の飛行。 
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第 1.1－13 表 評価対象航空機の離隔距離及び輻射強度 

評価項目 

民間航空機 

(計器飛行方式) 

（注４） 

自衛隊機又は米

軍機(訓練空域外

高高度飛行) 

自衛隊機又は米

軍機(訓練空域外

その他の機種) 

自衛隊機又は米

軍機(基地－訓練

空域間往復時) 

対象航空機 B747-400 
KC-767 

（注１） 

F-15 

（注２） 

UH-60J 

（注３） 

離隔距離 

（ｍ） 
469 262 50 53 

輻射強度 

（W/m2） 
98.7 213.1 645.0 517.5 

（注１）ボーイング767 型機を母機とした空中給油・輸送機（航空自衛隊に

配備）。 

（注２）制空戦闘機（米空軍，航空自衛隊に配備）。 

（注３）海上自衛隊大湊飛行場に現状配備されている機種で最大の燃料搭載

量となる救難ヘリコプター。 

（注４）令和 2 年 11 月 11 日許可の事業変更許可申請書の墜落確率（9.2×

10-10（回/施設・年））を用いた結果。 
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第 2.4－1 表 使用済燃料貯蔵建屋の除熱解析条件 

（ＰＷＲ用キャスク（タイプ１）） 

項目 一次元熱計算 三次元熱流動解析 

基準温度 
45℃（使用済燃料貯蔵建屋

内の雰囲気温度） 

65℃（使用済燃料貯蔵建屋

のコンクリート温度） 

評価領域 
貯蔵区域における給気口から排気口まで（領域内には金

属キャスク 12 基（１列当たり６基）を含む） 

伝熱形態 

伝熱形態を区別せず，金属

キャスク表面に伝えられた

崩壊熱のすべてが周囲空気

に移行するものと想定 

金属キャスク表面に伝えら

れた崩壊熱が，伝導／対流

／輻射により，使用済燃料

貯蔵建屋コンクリートに伝

えられるものと想定 

設計給気 

温度 

29.8℃（むつ特別地域気象観測所の 2012 年～2021 年の

夏季（６月～９月）毎正時温度データを用いて，高温側

から１％の値（超過危険率１％）） 

金属キャスク 

発熱量 

評価領域において，166.8 

kW（1 列当たり 83.4kW） 
１基当たり 13.9kW 

金属キャスク 

寸法 

全長 約 5.2ｍ 

外径 約 2.6ｍ 
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3.3 主要設備 

使用済燃料貯蔵設備本体は，金属キャスク及び貯蔵架台で構成する。 

金属キャスクは，本体胴，蓋部，バスケット等で構成する。 

貯蔵架台は，金属キャスクを床面に固定するための支持構造物である。 

金属キャスクは，緩衝体を取り付ける等の事業所外運搬に適合するた

めの措置を施し，事業所外運搬用の輸送物として原子力発電所から使用

済燃料貯蔵施設へ搬入する。使用済燃料貯蔵建屋内において，受入れ区

域天井クレーンを用いて金属キャスクを貯蔵架台に固定し，搬送台車を

用いて貯蔵区域の所定の箇所まで移送し，貯蔵架台を床面に固定する。 

次に金属キャスクの基本的安全機能及び長期健全性について説明する。 

なお，「(1) 臨界防止」，「(2) 遮蔽」，「(3) 閉じ込め」及び

「(4) 除熱」において示す評価は，基本設計段階におけるＢＷＲ用大型

キャスク（タイプ２Ａ）の臨界防止機能，遮蔽機能，閉じ込め機能及び

除熱機能が基本的設計方針を満たすことを確認するために行ったもので

ある。一方，ＢＷＲ用中型キャスク（タイプ２）及びＰＷＲ用キャスク

（タイプ１）の評価は，ＢＷＲ用中型キャスク（タイプ２）の型式証明

申請書（１９）及びＰＷＲ用キャスク（タイプ１）の型式証明申請書（２０）

の添付書類一の記述のとおりである。 

また，詳細設計段階における評価値は原子炉等規制法第43条の８の規定

に基づく使用済燃料貯蔵施設に関する設計及び工事の計画の認可申請書に

よる。 

 

(1) 臨界防止 
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金属キャスクの内部には，格子状のバスケットを設け，格子の中に使

用済燃料集合体を収納する。バスケットの材料には中性子を有効に吸収

するボロンを偏在することなく添加したステンレス鋼を用い，設計貯蔵

期間（50 年間）に加えて事業所外運搬に係る期間等を考慮した十分な

余裕を有する 60 年間を通じてバスケットの構造健全性を保つ設計とし，

使用済燃料集合体を所定の幾何学的配置に維持することにより臨界を防

止する。 

金属キャスクの臨界解析フローを第 3.3－1 図に示す。金属キャスク

及び燃料集合体の実形状を三次元で適切にモデル化し，燃料棒単位セル

計算を輸送計算コードＸＳＤＲＮＰＭ，中性子実効増倍率の計算をモン

テカルロコードＫＥＮＯ－Ｖ.ａで行うＳＣＡＬＥコードシステム（4.4

ａ）を用いる。断面積ライブラリにはＳＣＡＬＥコードシステムの内蔵

ライブラリデータのひとつである 238 群ライブラリデータを使用して中

性子実効増倍率を求め，その値が解析コードの精度，解析の裕度を考慮

して，0.95 以下となることを確認する。 

臨界解析条件を第 3.3－1 表に示す。使用済燃料集合体は乾燥状態で

貯蔵されるものの，原子力発電所においては，金属キャスクへ使用済燃

料集合体を収納する際に冠水することも考慮して，乾燥状態及び冠水状

態で評価する。 

ＢＷＲ燃料集合体には反応度抑制効果のある可燃性毒物が含まれてい

るが，中性子減速材のない乾燥状態では可燃性毒物の反応度抑制効果が

低下することから，乾燥状態の解析では保守的に可燃性毒物の反応度抑

制効果を無視した初期濃縮度の燃料集合体を金属キャスクに全数収納し

た状態を設定する。冠水状態の解析では，燃料集合体の燃焼に伴う反応

度の低下は考慮せず，可燃性毒物による燃焼初期の反応度抑制効果を考
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慮して，炉心内装荷冷温状態での無限増倍率が 1.3 となる燃料集合体モ

デルを金属キャスクに全数収納した状態を設定する。 

また，金属キャスクの周囲は，金属キャスク相互の中性子干渉を考慮

して完全反射条件（無限配列）とし，バスケット格子内の使用済燃料集

合体は，中性子実効増倍率が最大となるように金属キャスク中心側に偏

向して配置するとともに，バスケットの板厚，内のりの寸法公差や中性

子吸収材の製造公差を考慮するなど，十分な安全裕度を見込むこととす

る。なお，設計貯蔵期間（50 年間）に加えて事業所外運搬に係る期間

等を考慮した十分な余裕を有する 60 年間経過後の中性子吸収に伴う中

性子吸収材原子個数密度の減少は非常に小さいため，これを無視する。 

上記条件に基づく解析結果によれば，統計誤差として標準偏差の３倍

を考慮した中性子実効増倍率は，第 3.3－6 表に示すように，0.95 以下

を満足している。 

(2) 遮蔽 

金属キャスクは，公衆及び放射線業務従事者等に対して，放射線被ば

く上の影響を及ぼすことのないよう，使用済燃料集合体から放出される

放射線を本体胴及び蓋部により遮蔽する。ガンマ線遮蔽材には，十分な

厚みを有する鋼製の材料を用い，中性子遮蔽材には，レジンを用いる。 

遮蔽解析フローを第 3.3－2 図に示す。遮蔽解析においては，金属キ

ャスクの実形状を軸方向断面に二次元で適切にモデル化し，使用済燃料

の種類，燃焼度，濃縮度，冷却期間等を条件に燃焼計算コードＯＲＩＧ

ＥＮ２を用いて，線量当量率評価に用いる線源強度を求める。 

使用済燃料集合体の線源強度計算条件を第 3.3－2 表に示す。 

線源強度の計算には，使用済燃料集合体平均燃焼度に対する軸方向の

比を包含する燃焼度分布（以下「ピーキングファクタ」という。）を考
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慮する。線源強度の計算結果を第 3.3－3 表に示す。 

線源強度に基づき，二次元輸送計算コードＤＯＴ3.5 により，金属キ

ャスク表面及び表面から１ｍの位置における線量当量率を求め，それぞ

れ２mSv/h 以下，100μSv/h 以下となることを確認する。 

線量当量率の評価は，第 3.3－3 表より，最も線源強度の大きい新型

８×８ジルコニウムライナ燃料を対象として実施する。 

線量当量率の評価に当たっては，第 3.4－1 図～第 3.4－3 図に示す使

用済燃料集合体の燃焼度に応じた収納配置を考慮し，保守的に線源強度

を設定するなど，十分な保守性を有する条件とする。また，設計貯蔵期

間（50 年間）に加えて事業所外運搬に係る期間等を考慮した十分な余

裕を有する 60 年間における金属キャスクの中性子遮蔽材の熱による遮

蔽性能の低下を考慮する。 

上記条件に基づく解析結果によれば，第 3.3－6 表に示すように，金

属キャスク表面及び表面から１ｍの位置における線量当量率は，それぞ

れ２mSv/h 以下，100μSv/h 以下を満足している。 

なお，上記解析は，最も実績のある手法である二次元輸送計算コード

ＤＯＴ3.5及び断面積ライブラリＤＬＣ－23／ＣＡＳＫの組合せによる

評価であるが，本断面積ライブラリは特定の条件では中性子線量当量率

を過小評価することが知られていることから，特定の条件で中性子線量

当量率の評価が向上するとされている断面積ライブラリＭＡＴＸＳＬＩ

Ｂ－Ｊ33による評価結果が示されている（７）。同評価では，金属キャス

ク表面における線量当量率は1.811mSv/hであり２mSv/h以下となること，

金属キャスク表面から１ｍの位置における線量当量率は98.6μSv/hであ

り100μSv/h以下となることが，それぞれ確認されている。また，この

断面積ライブラリＭＡＴＸＳＬＩＢ－Ｊ33による線量当量率に対し，Ｂ
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ＷＲ用中型キャスク（タイプ２）の断面積ライブラリＭＡＴＸＳＬＩＢ

－Ｊ33による線量当量率の評価結果は，金属キャスク表面で1.908mSv/h，

金属キャスク表面から１ｍの位置で81.5μSv/hであり，ＰＷＲ用キャス

ク（タイプ１）の断面積ライブラリＭＡＴＸＳＬＩＢ－Ｊ33による線量

当量率の評価結果は，金属キャスク表面で1.511mSv/h，金属キャスク表

面から１ｍの位置で77.8μSv/hである。 

(3) 閉じ込め 

金属キャスクの閉じ込め構造を第 3.3－3 図に，金属キャスクのシー

ル部詳細を第 3.3－4 図に示す。金属キャスクは，本体胴及び蓋部によ

り使用済燃料集合体を内封する空間を外部から隔離し，設計貯蔵期間

（50 年間）に加えて事業所外運搬に係る期間等を考慮した十分な余裕

を有する 60 年間を通じて負圧に維持する。金属キャスクは，蓋部を一

次蓋，二次蓋の多重の閉じ込め構造とし，その蓋間をあらかじめ正圧と

し圧力障壁を形成することにより，放射性物質を金属キャスク内部に閉

じ込める。また，使用済燃料集合体を内封する空間に通じる貫通孔のシ

ール部は一次蓋に設ける。蓋及び蓋貫通孔のシール部には，長期にわた

って閉じ込め機能を維持する観点から金属ガスケットを用いる。金属ガ

スケットの漏えい率は，設計貯蔵期間（50 年間）に加えて事業所外運

搬に係る期間等を考慮した十分な余裕を有する 60 年間を通じて，蓋間

の空間に充填されているヘリウムガスが蓋間の圧力を一定とした条件下

で使用済燃料集合体を内封する空間側に漏えいし，かつ，燃料被覆管か

らの核分裂生成ガスの放出を仮定しても，使用済燃料集合体を内封する

空間を負圧に維持できるように設定し，その漏えい率を満足しているこ

とを気密漏えい検査により確認する。さらに，蓋間の圧力を測定するこ

とにより閉じ込め機能を監視する。蓋間の圧力に異常が生じた場合でも，
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あらかじめ金属キャスク内部を負圧に維持するとともに，蓋間の圧力を

正圧としているので，内部の気体が外部に流出することはない。 

蓋部の閉じ込め機能の異常に対して，二次蓋に漏えいが認められた場

合には，金属キャスク内部が負圧に維持されていること及び一次蓋の健

全性を確認の上，二次蓋の金属ガスケットを交換し，閉じ込め機能を修

復して貯蔵を継続する。二次蓋に漏えいが認められず，一次蓋の閉じ込

め機能が異常であると考えられる場合には，金属キャスクに蓋を追加装

着し，搬出のために必要な記録とともに，契約先に引き渡す。なお，搬

出までの間は金属キャスクを適切に保管する。 

金属キャスクの閉じ込め評価フローを第 3.3－5 図に示す。閉じ込め

性能評価では，設計貯蔵期間（50 年間）に加えて事業所外運搬に係る

期間等を考慮した十分な余裕を有する 60 年間にわたって金属キャスク

内部の負圧を維持できる漏えい率を求める。漏えい率は，シールされる

流体，シール部温度及び漏えいの上流側と下流側の圧力に依存する。し

たがって，金属キャスク内部圧力変化は，蓋間圧力と金属キャスク内部

圧力の圧力差のもとで，ある漏えい率をもつシール部を通して金属キャ

スク内部へ流入する気体の漏えい量を積分することによって求められる。 

金属キャスクの閉じ込め評価の基準となる基準漏えい率は，設計貯蔵

期間（50 年間）に加えて事業所外運搬に係る期間等を考慮した十分な

余裕を有する 60 年間にわたって金属キャスク内部の負圧が維持できる

ように設定され，使用する金属ガスケットが確保可能な閉じ込め性能及

び発電所搬出前の気密漏えい検査の判定基準として確認する漏えい率

（リークテスト判定基準）を上回るものでなければならない。 

基準漏えい率を求めるに当たり設定した評価条件を第 3.3－4 表に示

す。金属キャスク内部の圧力を保守的に評価するため，蓋間圧力は一定
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とし，蓋間空間のガスは金属キャスク内部側にのみ漏えいするものとし

て漏えい率の計算を行う。また，大気圧は，気象変化による圧力変動を

考慮した値として 9.7×104Pa とする。金属キャスク内部空間の圧力の

算定に当たっては，使用済燃料集合体の破損率として，米国の使用済燃

料集合体の乾式貯蔵中における漏えい燃料発生率（約 0.01％）及び日

本の軽水炉における漏えい燃料発生率（0.01％以下）を考慮し，保守的

な値として 0.1％とする。 

閉じ込め評価の結果，第 3.3－6 表に示すように，金属ガスケットの

漏えい率は基準漏えい率以下を満足している。 

(4) 除熱 

金属キャスクは，使用済燃料集合体から発生する崩壊熱を伝導，対流，

輻射により金属キャスクの外表面に伝え，周囲空気，使用済燃料貯蔵建

屋に伝達し除去する。金属キャスク内部のバスケットは，バスケットプ

レート，伝熱プレートの設置により必要な伝熱性能を確保する。本体胴

の中性子遮蔽材に熱伝導率の低いレジンを用いているため，伝熱フィン

を設けることにより必要な伝熱性能を確保する。 

除熱解析フローを第 3.3－6 図に示す。除熱解析は，金属キャスクの

実形状を軸方向断面，径方向断面にそれぞれ二次元で，燃料集合体の実

形状を径方向断面に二次元で適切にモデル化し，有限要素法コードＡＢ

ＡＱＵＳを用いて行う。 

除熱解析条件を第 3.3－5 表に示す。使用済燃料の種類，燃焼度，濃

縮度，冷却期間等を条件に燃焼計算コードＯＲＩＧＥＮ２を用いて求め

た崩壊熱量及び第 3.4－1 図～第 3.4－3 図に示す使用済燃料集合体の燃

焼度に応じた収納配置を入力条件として，燃料被覆管及び基本的安全機

能を維持する上で重要な構成部材の温度を評価し，燃料被覆管は貯蔵す
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る使用済燃料集合体の種類ごとに定める制限温度，構成部材はその健全

性に影響を与えない温度以下となることを確認する。金属キャスクの蓋

部及び底部の温度は，軸方向断面の二次元モデル，それ以外の構成部材

の温度は径方向断面の二次元モデルで評価し，燃料被覆管の温度は，燃

料集合体の径方向断面の二次元モデルで評価する。構成部材の温度評価

に当たっては，使用済燃料集合体のピーキングファクタを考慮して，最

大崩壊熱量を十分に上回る崩壊熱量を設定するとともに，金属キャスク

の底部を断熱条件とし，また，燃料被覆管の温度評価に当たっては，軸

方向を断熱条件とするなど十分な保守性を有する条件とする。燃料被覆

管及び金属キャスク構成部材の温度評価に当たっては，保守的な評価結

果となるように，境界条件として金属キャスクの周囲温度を 45℃，使

用済燃料貯蔵建屋の壁面温度を 65℃とする。 

上記条件に基づく解析結果によれば，第 3.3－6 表に示すように燃料

被覆管は制限温度以下を，構成部材の温度は，その健全性に影響を与え

ない温度以下を満足している。 

(5) 長期健全性 

使用済燃料集合体の貯蔵期間中に金属キャスクの構成部材が劣化する

要因としては，腐食，熱及び放射線照射が考えられる。これらの要因に

対して，設計貯蔵期間（50 年間）に加えて事業所外運搬に係る期間等

を考慮した十分な余裕を有する 60 年間における金属キャスクの構成部

材の健全性評価を以下に示す。 

ａ．キャスク本体（本体胴，外筒，一次蓋，二次蓋，一次蓋ボルト，二

次蓋ボルト）の長期健全性 

(a) 腐食による劣化影響 
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本体胴内面，一次蓋，二次蓋内面及び一次蓋ボルトは，本体胴内

及び蓋間にヘリウムガスを封入し，不活性雰囲気が維持されるため，

腐食の影響はない。さらに，中性子遮蔽材（エポキシ系レジン）に

接する本体胴外面及び外筒内面は，レジンの熱分解で放出される生

成物（主に水分）による腐食を考慮しても，わずかなものであり実

用上の影響はない。 

また，外筒外面，二次蓋外面及び二次蓋ボルトは，塗装又はメッ

キによる防錆処理を施す。防錆被膜の経年的な劣化については，定

期的な点検による状態把握により劣化兆候が見られた場合は補修す

ることで，防錆被膜を維持できる。 

(b) 熱による劣化影響 

キャスク本体（炭素鋼，合金鋼）の温度は 142℃以下である。ク

リープ変形を考慮すべき温度は，融点（絶対温度）の 1/3 以上（８）

（９）に相当する約 290℃を超える場合であり，クリープを考慮する

必要はない。 

(c) 放射線照射による劣化影響 

キャスク本体に使用する材質は炭素鋼であり，中性子照射量が

1016n/cm2 までは顕著な脆化はみられない（10）（11）。使用環境におけ

る中性子照射量はその範囲内であり，材料の機械的特性に影響はな

い。 

ｂ．伝熱フィンの長期健全性 

(a) 腐食による劣化影響 

伝熱フィンは本体胴外面と外筒内面との間に取り付けられており，

中性子遮蔽材（エポキシ系レジン）に接している。レジンの熱分解

で放出される生成物（主に水分）による腐食を考慮してもわずかな
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ものであり実用上の影響はない。 

(b) 熱による劣化影響 

伝熱フィン（炭素鋼（銅クラッド））の温度は128℃以下である。

クリープ変形を考慮すべき温度は，融点（絶対温度）の1/3以上（８）

（９）に相当する約290℃を超える場合であり，クリープを考慮する

必要はない。 

(c) 放射線照射による劣化影響 

伝熱フィンに使用する材質は炭素鋼（銅クラッド）であり，中性

子照射量が1016n/cm2までは顕著な脆化はみられない（10）（11）。使用

環境における中性子照射量はその範囲内であり，材料の機械的特性

に影響はない。 

ｃ．バスケットの長期健全性 

(a) 腐食による劣化影響 

本体胴内にヘリウムガスを封入し，不活性雰囲気が維持されるた

め，腐食の影響はない。 

(b) 熱による劣化影響 

バスケット（ボロン添加ステンレス鋼）の温度は248℃以下であ

る。クリープ変形を考慮すべき温度は，融点（絶対温度）の1/3以

上（８）（９）に相当する約290℃を超える場合であり，クリープを考

慮する必要はない。 

(c) 放射線照射による劣化影響 

バスケット（ボロン添加ステンレス鋼）に含まれるボロン-10の

60年間の減損割合は保守的に全中性子束を用いて評価しても10-6程

度であり，照射による未臨界機能の劣化はない。また，中性子照射

量が1018n/cm2までは顕著な脆化はみられず（12），使用環境における
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中性子照射量はその範囲内であり，材料の機械的特性に影響はない。 

ｄ．中性子遮蔽材の長期健全性 

(a) 腐食による劣化影響 

中性子遮蔽材はレジンであり，腐食することはない。 

(b) 熱による劣化影響 

中性子遮蔽材であるレジンは，熱により化学的に劣化する（熱分

解による生成物の放出・重量減損）が，遮蔽解析においてはレジン

系中性子遮蔽材の経年変化評価試験結果（13）の知見を踏まえて，熱

分解による60年間のレジンの重量減損分を遮蔽体として考慮せずに

保守的に評価している。 

(c) 放射線照射による劣化影響 

使用するレジンの加熱と照射の影響評価（４）では，加熱に比べレ

ジンの重量減損がわずかなため，放射線照射による重量減損の影響

を考慮する必要はない。 

ｅ．金属ガスケットの長期健全性 

(a) 腐食による劣化影響 

一次蓋の金属ガスケットは，ヘリウムガスによる不活性雰囲気が

維持されるため，腐食の影響はない。また，二次蓋の金属ガスケッ

トは外側面が外気環境であるが，使用環境より厳しい塩水噴霧環境

においても金属ガスケットの漏えい率に変化がない（14）（15）ため，

閉じ込め機能への影響はない。 

(b) 熱による劣化影響 

金属ガスケットは，コイルスプリング（ニッケル基合金）と二層

の被覆材（内被：ニッケル基合金，外被：アルミニウム）で構成さ

れている。外被材であるアルミニウムは常温よりやや高い温度以上
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でクリープが発生しやすい性向にあるが，長期密封特性試験（16）や

密封境界部の経年劣化影響評価試験（13）によって，塑性変形率と漏

えい率の温度・時間の依存性についてラーソンミラーパラメータ

（以下「ＬＭＰ」という。）による整理が有効であることが確認さ

れている。金属ガスケットの長期密封性評価に用いているＬＭＰは，

長期貯蔵中のクリープによる応力緩和が考慮されており，60年間の

閉じ込め機能は維持できる。具体的な評価を以下に示す。 

初期の閉じ込め機能（1×10－10Pa･ｍ3/s以下）を保持できる限界

のＬＭＰは，使用する金属ガスケットの場合，約11×103となる。

金属キャスクの除熱評価における金属ガスケットの制限温度は

130℃以下であり，初期温度を保守的に130℃として崩壊熱の減衰を

無視して，ＬＭＰで11×103となる時間を求めると約2,000年となる。 

(c) 放射線照射による劣化影響 

金属ガスケットに使用する材質は，ニッケル基合金及びアルミニ

ウムであり，中性子照射量が1021n/cm2程度までは顕著な機械的特性

の変化はみられない（17）（18）。使用環境における中性子照射量はそ

の範囲内であり，材料の機械的特性に影響はない。 
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別紙11 

 

第3.3－1表(2) 臨界解析条件（注) 

項目 乾燥状態 冠水状態 

収納物 高燃焼度８×８燃料 

濃縮度 3.67wt％ 

濃縮度の異なる２種

類の燃料棒を用い，

炉心装荷冷温状態で

の燃料集合体の無限

増倍率が1.3となる燃

料モデル（モデルバ

ンドル） 

収納体数 52体 

燃料配置 中心偏向配置 

寸法 

条件 

バスケット格

子板厚 
最小 最大 

バスケット格

子内のり 
最小 最小 

中性子吸収材

板厚 
最小 最小 

金属キャスク内雰囲気 真空 冠水 

金属キャスク外雰囲気 真空 

配列 無限配列（完全反射境界条件） 

中性子吸収材 ほう素添加量を仕様上の下限値に設定 

チャンネルボックス 無し 有り 

中性子遮蔽材（樹脂） 真空に置換 

（注)ＢＷＲ用中型キャスク（タイプ２）の臨界解析条件を示す。 
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第3.3－1表(3) 臨界解析条件（注１） 

項目 乾燥状態 冠水状態 

使用済燃料集合体の種類 17×17燃料 48,000MWd/t型（Ａ型） 

濃縮度 4.2wt％ 

収納体数 21体 

燃料配置 

（タイプ１バスケット） 
中心偏向配置 

第3.3－1図(1)のとお

り 

寸法 

条件 

（注２）

バスケット格子板

厚 

最小 最大 

バスケット格子内

幅 
最小 最小 

バスケット格子内

のり 
最小 最小 

中性子吸収材板厚 最小 最小 

ほう素添加量（注３） 仕様上の下限値に設定 

金属キャスク内雰囲気 真空 冠水 

金属キャスク外雰囲気 真空 

配列 無限配列（完全反射境界条件） 

バーナブルポイズン集合体 無し 

中性子遮蔽材（樹脂） 真空に置換 

（注１）ＰＷＲ用キャスク（タイプ１）の臨界解析条件を示す。 

（注２）第3.3－1図(2)（タイプ１バスケット）のとおり 

（注３）中性子吸収材（タイプ１バスケットの場合）に含まれるほう素添加量を示す。 
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第 3.3－2 表(1) 使用済燃料集合体の線源強度計算条件 

使用済燃料の種類 新型８×８燃料 

新型８×８ 

ジルコニウムラ

イナ燃料 

高燃焼度８×８燃料 

平均燃焼度（MWd/t） 26,000 － 34,000 34,000 

最高燃焼度（MWd/t） 28,500 34,000 40,000 40,000 

比出力（MW/t） 25.3 同左 26.2 

照射期間

(日) 

平均燃焼度 1,028 － 1,344 1,298 

最高燃焼度 1,127 1,344 1,582 1,527 

濃縮度（wt%） 2.88 同左 3.35 

冷却期間（年） 24 18 18 

ウラン重量（kg） 177 同左 174 

(上部) 

 

 

 

ピーキングファクタ 

（注） 

 

 

 

(下部) 

0.7（1,2ノード） 

0.8（3ノード） 

1.0（4,5ノード） 

1.1（6～8ノード） 

1.2（9～14ノード） 

1.3（15～42ノード） 

1.2（43,44ノード） 

1.1（45ノード） 

1.0（46ノード） 

0.8（47,48ノード） 

0.7（1,2ノード） 

0.9（3,4ノード） 

1.1（5,6ノード） 

1.2（7～12ノード） 

1.3（13～40ノード） 

1.2（41,42ノード） 

1.1（43,44ノード） 

0.9（45,46ノード） 

0.7（47,48ノード） 

（注）ノードは燃料有効部を軸方向に48分割したものである。 
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第 3.3－2 表(2) 使用済燃料集合体の線源強度計算条件（1/2）（注１） 

項 目 
新型８×８燃料 

（仕様ａ） 

新型８×８ジルコニ

ウムライナ燃料 

（仕様ａ） 

高燃焼度８×８燃料 

（仕様ａ） 

最高燃焼度（MWd/t） 40,000 40,000 50,000 

平均燃焼度（MWd/t） 34,000 38,000 43,000 

比出力（MW/t） 25.3 25.3 26.0 

照射 

期間 

（日） 

最高燃焼度 1,582 1,582 1,924 

平均燃焼度 1,344 1,502 1,654 

チャンネル 

ボックス 

2,850 

（約72,000MWd/t相当）

3,164 

（約80,000MWd/t相当）

2,500 

（約65,000MWd/t相当）

濃縮度（wt％） 2.70 2.80 3.30 

冷却期間（年） 22 12 12 

ウラン質量（kg） 180 180 174 

（上部） 

 

 

 

ピーキングファクタ

（注２） 

 

 

 

（下部） 

0.6 

0.9 

1.1 

1.2 

1.27 

1.2 

1.1 

0.9 

0.6 

（24ノード） 

（23ノード） 

（22ノード） 

（20,21ノード） 

（５～19ノード） 

（４ノード） 

（３ノード） 

（２ノード） 

（１ノード） 

（注１)ＢＷＲ用中型キャスク（タイプ２）の線源強度計算条件を示す。 

（注２)ノードは燃料有効部を軸方向に24分割したものである。 
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第3.3－2表(2) 使用済燃料集合体の線源強度計算条件（2/2）（注１） 

項 目 
新型８×８燃料 

（仕様ｂ） 

新型８×８ジルコニ

ウムライナ燃料 

（仕様ｂ） 

高燃焼度８×８燃料 

（仕様ｂ） 

最高燃焼度（MWd/t） 40,000 40,000 50,000 

平均燃焼度（MWd/t） 34,000 38,000 43,000 

比出力（MW/t） 25.3 25.3 26.2 

照射 

期間 

（日） 

最高燃焼度 1,582 1,582 1,909 

平均燃焼度 1,344 1,502 1,642 

チャンネル 

ボックス 

2,400 

（約60,000MWd/t相当）

3,164 

（約80,000MWd/t相当）

2,800 

（約73,000MWd/t相当）

濃縮度（wt％） 2.80 2.80 3.35 

冷却期間（年） 22 12 13 

ウラン質量（kg） 180 180 174 

（上部） 

 

 

 

ピーキングファクタ 

（注２） 

 

 

 

（下部） 

0.7 

0.8 

1.0 

1.1 

1.2 

1.3 

1.2 

1.1 

1.0 

0.8 

（47,48ノード） 

（46ノード） 

（44,45ノード） 

（41～43ノード） 

（35～40ノード） 

（７～34ノード） 

（５,６ノード） 

（４ノード） 

（３ノード） 

（１,２ノード） 

0.7 

0.9 

1.1 

1.2 

1.3 

1.2 

1.1 

0.9 

0.7 

（47,48ノード） 

（45,46ノード） 

（43,44ノード） 

（37～42ノード） 

（９～36ノード） 

（７,８ノード） 

（５,６ノード） 

（３,４ノード） 

（１,２ノード） 

（注１)ＢＷＲ用中型キャスク（タイプ２）の線源強度計算条件を示す。 

（注２)ノードは燃料有効部を軸方向に48分割したものである。 
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第 3.3－2 表(3) 使用済燃料集合体の線源強度計算条件（注１) 

項 目 

17×17燃料 

48,000MWd/t型 

17×17燃料 

39,000MWd/t型 

Ａ型 Ｂ型 Ａ型 Ｂ型 

最高燃焼度（MWd/t） 48,000 39,000 

平均燃焼度（MWd/t） 44,000 ― 

比出力（MW/t） 38.4 

照射 

期間 

（日） 

使用済燃

料集合体 

最高燃焼度 1,250 1,016 

平均燃焼度 1,146 ― 

バーナブルポイズン集合体 
1,200 

（約46,000MWd/t相当） 

濃縮度（wt％） 4.0 3.3 

冷却期間（年） 15 20 15 20 

ウラン質量（kg） 470 

（上部） 

 

 

 

ピーキングファクタ（注２） 

 

 

（下部） 

0.8 

0.9 

1.0 

1.1 

1.15 

1.1 

1.0 

0.9 

0.8 

（１，２ノード） 

（３ノード） 

（４，５ノード） 

（６，７ノード） 

（８～42ノード） 

（43，44ノード） 

（45,46ノード） 

（47ノード） 

（48ノード） 

（注１）ＰＷＲ用キャスク（タイプ１）の線源強度計算条件を示す。 

（注２）ノードは燃料有効部を軸方向に48分割したものである。 
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第 3.3－3 表(1) 線源強度計算結果（注１)(注２） 

（注１）収納配置の範囲内で，最大の燃焼度の燃料を収納した場合の値。 

（注２）ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２）は，新型８×８ジルコニウムライナ燃料のみ

を収納。  

使用済燃料の種類 

新型８×８

ジルコニウ

ムライナ燃

料 

高 燃 焼 度 

８×８燃料 

新型８×８

ジルコニウ

ムライナ燃

料と新型８

×８燃料 

新型８×８

燃料 

収納配置 第3.4－1図 第3.4－1図 第3.4－2図 第3.4－3図 

最高燃焼度

となる使用

済燃料集合

体１体当た

り 

燃料有効部のガ

ンマ線の線源強

度(photons/s) 

1.4×1015 1.4×1015 1.0×1015 8.8×1014 

構造材放射化ガ

ンマ線の線源強

度(60Co：Bq) 

2.0×1012 1.9×1012 7.9×1011 6.9×1011 

全中性子源強度 

(n/s) 
2.7×108 2.0×108 1.1×108 5.0×107 

平均燃焼度

となる使用

済燃料集合

体１体当た

り 

燃料有効部のガ

ンマ線の線源強

度(photons/s) 

1.2×1015 1.2×1015 1.0×1015 8.1×1014 

構造材放射化ガ

ンマ線の線源強

度(60Co：Bq) 

1.8×1012 1.7×1012 7.9×1011 6.4×1011 

全中性子源強度 

(n/s) 
1.3×108 9.5×107 1.1×108 3.3×107 

金属キャス

ク１基当た

り 

燃料有効部のガ

ンマ線の線源強

度(photons/s) 

8.9×1016 8.9×1016 7.1×1016 5.8×1016 

構造材放射化ガ

ンマ線の線源強

度(60Co：Bq) 

1.3×1014 1.3×1014 5.5×1013 4.6×1013 

全中性子源強度 

(n/s) 
1.4×1010 1.0×1010 7.5×109 2.9×109 
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第3.3－3表(2) 線源強度計算結果（1/2）（注１） 

項 目 
新型８×８燃料 

（仕様ａ） 

新型８×８ 

ジルコニウムラ

イナ燃料 

（仕様ａ） 

高燃焼度 

８×８燃料 

（仕様ａ） 

最高燃

焼度と

なる使

用済燃

料集合

体１体

当たり 

ガンマ線 

燃料有効部 

（photons/s） 
1.2×1015 1.7×1015 2.0×1015 

構造材放射化 

（60Co：Bq） 
1.2×1012 4.3×1012 5.0×1012 

中性子 
燃料有効部 

（n/s） 
1.8×10８ 2.4×10８ 4.3×10８ 

平均燃

焼度と

なる使

用済燃

料集合

体１体

当たり 

ガンマ線 

燃料有効部 

（photons/s） 
1.1×1015 1.6×1015 1.8×1015 

構造材放射化 

（60Co：Bq） 
1.0×1012 4.2×1012 4.5×1012 

中性子 
燃料有効部 

（n/s） 
9.3×10７ 2.0×10８ 2.4×10８ 

金属キ

ャスク

１基当

たり 

ガンマ線 

燃料有効部 

（photons/s） 
6.0×1016 8.6×1016 1.0×1017 

構造材放射化 

（60Co：Bq） 
5.8×1013 2.2×1014 2.5×1014 

中性子 
燃料有効部 

（n/s）（注２） 
1.0×1010 1.6×1010 2.5×1010 

（注１）ＢＷＲ用中型キャスク（タイプ２）の線源強度計算結果を示す。 

（注２）中性子増倍の効果を考慮した値である。 
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第3.3－3表(2) 線源強度計算結果（2/2）（注１） 

項 目 
新型８×８燃料 

（仕様ｂ） 

新型８×８ 

ジルコニウムラ

イナ燃料 

（仕様ｂ） 

高燃焼度 

８×８燃料 

（仕様ｂ） 

最高燃

焼度と

なる使

用済燃

料集合

体１体

当たり 

ガンマ線 

燃料有効部 

（photons/s） 
1.3×1015 1.7×1015 2.0×1015 

構造材放射化 

（60Co：Bq） 
1.2×1012 4.3×1012 4.3×1012 

中性子 
燃料有効部 

（n/s） 
1.8×10８ 2.6×10８ 4.3×10８ 

平均燃

焼度と

なる使

用済燃

料集合

体１体

当たり 

ガンマ線 

燃料有効部 

（photons/s） 
1.1×1015 1.7×1015 1.7×1015 

構造材放射化 

（60Co：Bq） 
1.0×1012 4.2×1012 3.9×1012 

中性子 
燃料有効部 

（n/s） 
9.3×10７ 2.1×10８ 2.4×10８ 

金属キ

ャスク

１基当

たり 

ガンマ線 

燃料有効部 

（photons/s） 
6.2×1016 8.8×1016 9.8×1016 

構造材放射化 

（60Co：Bq） 
5.8×1013 2.2×1014 2.2×1014 

中性子 
燃料有効部 

（n/s）（注２） 
1.0×1010 1.7×1010 2.5×1010 

（注１）ＢＷＲ用中型キャスク（タイプ２）の線源強度計算結果を示す。 

（注２）中性子増倍の効果を考慮した値である。 
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第3.3－3表(3) 線源強度計算結果（注１） 

項目 

17×17燃料 

48,000MWd/t型 

17×17燃料 

39,000MWd/t型 

Ａ型 Ｂ型 Ａ型 Ｂ型 

最高燃

焼度と

なる使

用済燃

料集合

体１体

当たり 

ガンマ線 

燃 料 有 効 部 

（photons/s） 
4.6×1015 4.0×1015 3.8×1015 3.2×1015 

構 造 材 放 射 化 

（60Co：Bq） 

（注２） 

2.1×1013 1.4×1013 
1.9×1013 

(1.4×1013) 

1.1×1013 

(8.4×1012) 

中性子 
燃 料 有 効 部 

（n/s） 
4.1×10８ 3.5×10８ 2.6×10８ 2.2×10８ 

平均燃

焼度と

なる使

用済燃

料集合

体１体

当たり 

ガンマ線 

燃 料 有 効 部 

（photons/s） 
4.3×1015 3.7×1015 ― ― 

構 造 材 放 射 化 

（60Co：Bq） 
1.5×1013 1.0×1013 ― ― 

中性子 
燃 料 有 効 部 

（n/s） 
2.8×10８ 2.4×10８ ― ― 

金属キ

ャスク 

１基当

たり 

ガンマ線 

燃 料 有 効 部 

（photons/s） 
9.3×1016 8.0×1016 ― ― 

構 造 材 放 射 化 

（60Co：Bq） 

（注２） 

3.8×1014 2.5×1014 ― ― 

中性子 

燃 料 有 効 部 

（n/s） 

（注３） 

1.0×1010 8.5×10９ ― ― 

（注１）ＰＷＲ用キャスク（タイプ１）の線源強度計算結果を示す。 

（注２）バーナブルポインズン集合体の放射化線源を考慮した値である。なお，39,000MWd/t

型の最高燃焼度となる使用済燃料集合体については，第3.4－8図の②に示す収納位

置ではバーナブルポイズン集合体を挿入しない状態で収納されることから，バーナ

ブルポイズン集合体を挿入しない状態の線源強度を括弧内に示す。 

（注３）中性子増倍の効果を考慮した値である。 
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第 3.3－6 表 金属キャスクの基本的安全機能に係る評価結果 

項目 

評価結果 

設計 

基準値 
ＢＷＲ用大型キャ

スク（タイプ２

Ａ） 

ＢＷＲ用中型キャ
スク（タイプ２） 

ＰＷＲ用キャスク
（タイプ１） 

臨界

防止 

中性子実効増倍率

（標準偏差の３倍

を考慮） 

乾燥状態 0.410 

冠水状態 0.882 

乾燥状態 0.36 

冠水状態 0.82 

乾燥状態 0.39 

冠水状態 0.90 
0.95以下 

遮蔽 

金属キャスク表面

線量当量率 

（mSv/h） 

1.1（注１） 

1.9（注２） 

1.0（注３） 

1.9（注４） 

0.8（注１） 

1.6（注２） 
２以下 

金属キャスク表面

から１ｍの位置に

おける線量当量率 

（μSv/h） 

81（注１） 

99（注２） 

75（注５） 

82（注６） 

70（注１） 

78（注２） 
100以下 

閉じ

込め 

金属ガスケットの

漏えい率 

（Pa･ｍ3/s） 

1.6×10-6 

（注７） 

8.7×10-7 

（注７） 

1.3×10-6 

（注７） 

2.4×10-6（注８） 

1.7×10-6（注９） 

2.3×10-6（注10） 

除熱 

燃料被覆管最高温

度（℃） 

189（注11） 

259（注12） 

190（注11） 

265（注12） 
205 

200以下（注11） 

300以下（注12） 

275以下（注13） 

構成部

材最高

温度 

（℃） 

胴，一次

蓋，二次

蓋 

142（胴） 

96（一次蓋） 

85（二次蓋） 

150 145 350以下 

中性子遮

蔽材 
128 145 140 

150以下（注14） 
149以下（注15） 

金属ガス

ケット 
89 105 105 130以下 

バスケッ

ト 
248 260 175 

300以下(注14) 
350以下(注16) 
250以下(注17) 

（注１）断面積ライブラリＤＬＣ－23／ＣＡＳＫによる線量当量率評価結果を示す。 
（注２）断面積ライブラリＭＡＴＸＳＬＩＢ―Ｊ33による線量当量率評価結果を示す。 
（注３）最大である高燃焼度８×８燃料（仕様ｂ）の断面積ライブラリＤＬＣ－23／ＣＡＳＫによ

る線量当量率評価結果を示す。 
（注４）最大である高燃焼度８×８燃料（仕様ｂ）の断面積ライブラリＭＡＴＸＳＬＩＢ―Ｊ33に

よる線量当量率評価結果を示す。 
（注５）最大である高燃焼度８×８燃料（仕様ａ）の断面積ライブラリＤＬＣ－23／ＣＡＳＫによ

る線量当量率評価結果を示す。 
（注６）最大である高燃焼度８×８燃料（仕様ａ）の断面積ライブラリＭＡＴＸＳＬＩＢ―Ｊ33に

よる線量当量率評価結果を示す。 
（注７）発電所搬出前の気密漏えい検査で確認する漏えい率（リークテスト判定基準） 
（注８）設計貯蔵期間（50年間）に加えて事業所外運搬に係る期間等を考慮した十分な余裕を有す

る60年間にわたって金属キャスク内部の負圧を維持できる漏えい率（基準漏えい率）（Ｂ
ＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ）） 
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（注９）設計貯蔵期間中にキャスク本体内部の負圧が維持できる漏えい率 （標準状態）を示す。
（ＢＷＲ用中型キャスク（タイプ２）） 

（注10）設計貯蔵期間中にキャスク本体内部の負圧が維持できる漏えい率 （標準状態）を示す。
（ＰＷＲ用キャスク（タイプ１）） 

（注11）新型８×８燃料 
（注12）新型８×８ジルコニウムライナ燃料及び高燃焼度８×８燃料 
（注13）17×17燃料48,000MWd/t型（Ａ型），17×17燃料48,000MWd/t型（Ｂ型），17×17燃料

39,000MWd/t型（Ａ型）及び17×17燃料39,000MWd/t型（Ｂ型） 
（注14）ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ）の設計基準値 
（注15）ＢＷＲ用中型キャスク（タイプ２）及びＰＷＲ用キャスク（タイプ１）の設計基準値 
（注16）ＢＷＲ用中型キャスク（タイプ２）の設計基準値 
（注17）ＰＷＲ用キャスク（タイプ１）の設計基準値 
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第 3.4－1 表 使用済燃料貯蔵設備本体の主要仕様 

 

(1) 種  類 

ａ．金属キャスク 

ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ） 

ＢＷＲ用中型キャスク（タイプ２） 

ＰＷＲ用キャスク（タイプ１） 

ｂ．貯蔵架台 

金属キャスクたて置式 

 

(2) 主要材質 

ａ．金属キャスク 

(a) ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ） 

本体胴 炭素鋼 

外筒  炭素鋼 

一次蓋 炭素鋼 

二次蓋 炭素鋼 

蓋ボルト 合金鋼 

伝熱フィン 炭素鋼（銅クラッド） 

バスケット ボロン添加ステンレス鋼 

中性子遮蔽材  レジン 

(b) ＢＷＲ用中型キャスク（タイプ２） 

胴 炭素鋼 



 

6－44 

外筒  炭素鋼 

一次蓋 炭素鋼 

二次蓋 炭素鋼 

蓋ボルト 合金鋼 

伝熱フィン 銅 

バスケット 炭素鋼（中性子吸収材を配

置） 

中性子遮蔽材  樹脂 

(c) ＰＷＲ用キャスク（タイプ１） 

胴 低温用合金鋼又は炭素鋼 

外筒  炭素鋼 

一次蓋 低温用合金鋼又は炭素鋼 

二次蓋 低温用合金鋼又は炭素鋼 

蓋ボルト 合金鋼 

伝熱フィン 銅 

バスケット アルミニウム合金（中性子

吸収材を配置） 

中性子遮蔽材  樹脂 

 

ｂ．貯蔵架台 炭素鋼 

 

(3) 主要寸法等 

ａ．ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ） 

寸法 全長 約5.4ｍ 

 外径 約2.5ｍ 
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全質量（使用済燃料集合体含む） 約119ｔ 

最大収納体数 69体 

内部充填ガス ヘリウムガス 

密封シール 金属ガスケット 

貯蔵する使用済燃料の種類 

新型８×８ジルコニウムライナ燃料，高燃焼度８×８燃料 

（新型８×８ジルコニウムライナ燃料のみを収納する場合，高

燃焼度８×８燃料のみを収納する場合，又は新型８×８ジルコ

ニウムライナ燃料及び高燃焼度８×８燃料を収納する場合） 

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度 40,000MWd/t 

収納する使用済燃料集合体の平均燃焼度 34,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間 18年以上 

最大崩壊熱量 12.1kW（金属キャスク１基当たり） 

収納配置 第3.4－1図のとおり 

新型８×８燃料，新型８×８ジルコニウムライナ燃料 

（新型８×８燃料及び新型８×８ジルコニウムライナ燃料を収

納する場合） 

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度 34,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間 24年以上 

最大崩壊熱量 10.9kW（金属キャスク１基当たり） 

収納配置 第3.4－2図のとおり 

新型８×８燃料（新型８×８燃料のみを収納する場合） 

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度 28,500MWd/t 
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収納する使用済燃料集合体の平均燃焼度 26,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間 24年以上 

最大崩壊熱量 8.0kW（金属キャスク１基当たり） 

収納配置 第3.4－3図のとおり 

 

ｂ．ＢＷＲ用中型キャスク（タイプ２） 

寸法 全長 約5.5ｍ 

 外径 約2.4ｍ 

全質量（使用済燃料集合体含む） 約116ｔ 

最大収納体数 52体 

内部充填ガス ヘリウムガス 

密封シール 金属ガスケット 

貯蔵する使用済燃料の種類 

新型８×８燃料（仕様ａ）のみを収納する場合 

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度 40,000MWd/t 

収納する使用済燃料集合体の平均燃焼度 34,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間 22年以上 

最大崩壊熱量 8.6kW（金属キャスク１基当たり） 

収納配置 第3.4－4図のとおり 

新型８×８ジルコニウムライナ燃料（仕様ａ）のみを収納する

場合 

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度 40,000MWd/t 

収納する使用済燃料集合体の平均燃焼度 38,000MWd/t 
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原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間 12年以上 

最大崩壊熱量 13.7kW（金属キャスク１基当たり） 

収納配置 第3.4－5図のとおり 

高燃焼度８×８燃料（仕様ａ）のみを収納する場合 

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度 50,000MWd/t 

収納する使用済燃料集合体の平均燃焼度 43,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間 12年以上 

最大崩壊熱量 13.7kW（金属キャスク１基当たり） 

収納配置 第3.4－6図のとおり 

新型８×８ジルコニウムライナ燃料（仕様ａ）及び高燃焼度８

×８燃料（仕様ａ）を収納する場合 

収納する高燃焼度８×８燃料の最高燃焼度 50,000MWd/t 

収納する高燃焼度８×８燃料の平均燃焼度 43,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに収

納するまでの期間 12年以上 

収納する新型８×８ジルコニウムライナ

燃料の最高燃焼度 40,000MWd/t 

収納する新型８×８ジルコニウムライナ

燃料の平均燃焼度 38,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに収

納するまでの期間 12年以上 

最大崩壊熱量 13.7kW（金属キャスク１基当たり） 

収納配置 第3.4－7図のとおり 
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新型８×８燃料（仕様ｂ）のみを収納する場合 

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度 40,000MWd/t 

収納する使用済燃料集合体の平均燃焼度 34,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間 22年以上 

最大崩壊熱量 8.6kW（金属キャスク１基当たり） 

収納配置 第3.4－4図のとおり 

新型８×８ジルコニウムライナ燃料（仕様ｂ）のみを収納する

場合 

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度 40,000MWd/t 

収納する使用済燃料集合体の平均燃焼度 38,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間 12年以上 

最大崩壊熱量 13.7kW（金属キャスク１基当たり） 

収納配置 第3.4－5図のとおり 

高燃焼度８×８燃料（仕様ｂ）のみを収納する場合 

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度 50,000MWd/t 

収納する使用済燃料集合体の平均燃焼度 43,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間 13年以上 

最大崩壊熱量 13.7kW（金属キャスク１基当たり） 

収納配置 第3.4－6図のとおり 

新型８×８ジルコニウムライナ燃料（仕様ｂ）及び高燃焼度８

×８燃料（仕様ｂ）を収納する場合 

収納する高燃焼度８×８燃料の最高燃焼度 50,000MWd/t 
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収納する高燃焼度８×８燃料の平均燃焼度 43,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに収

納するまでの期間 13年以上 

収納する新型８×８ジルコニウムライナ

燃料の最高燃焼度 40,000MWd/t 

収納する新型８×８ジルコニウムライナ

燃料の平均燃焼度 38,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに収

納するまでの期間 12年以上 

最大崩壊熱量 13.7kW（金属キャスク１基当たり） 

収納配置 第3.4－7図のとおり 

 

ｃ．ＰＷＲ用キャスク（タイプ１） 

寸法 全長 約5.2ｍ 

 外径 約2.6ｍ 

全質量（使用済燃料集合体含む） 約114ｔ 

最大収納体数 21体 

内部充填ガス ヘリウムガス 

密封シール 金属ガスケット 

貯蔵する使用済燃料の種類 

17×17燃料 48,000MWd/t型（Ａ型） 

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度 48,000MWd/t 

収納する使用済燃料集合体の平均燃焼度 44,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間 15年以上 
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17×17燃料 48,000MWd/t型（Ｂ型） 

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度 48,000MWd/t 

収納する使用済燃料集合体の平均燃焼度 44,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間 20年以上 

17×17燃料 39,000MWd/t型（Ａ型） 

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度 39,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間 15年以上 

17×17燃料 39,000MWd/t型（Ｂ型） 

収納する使用済燃料集合体の最高燃焼度 39,000MWd/t 

原子炉から取り出して金属キャスクに

収納するまでの期間 20年以上 

最大崩壊熱量 13.9kW（金属キャスク１基当たり） 

収納配置（注１） 第3.4－8図のとおり 

（注１）使用済燃料集合体の種類毎に単独又は混載して収納す

る。 

 

ｄ．貯蔵架台 

ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ） 約3.0ｍ×約3.0ｍ 

ＢＷＲ用中型キャスク（タイプ２） 約3.0ｍ×約3.0ｍ 

ＰＷＲ用キャスク（タイプ１） 約3.0ｍ×約3.0ｍ 

 

 

 

  



 

6－51 

別紙14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（設計貯蔵期間：50年） 

 

第3.1－1図 使用済燃料貯蔵設備本体概要図 

（ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ）） 
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第 3.3－1 図(1) 臨界解析における燃料配置条件 

（タイプ１バスケット，冠水状態） 

 

 

（注）矢印はバスケット格子内での使用済燃料集合体の偏心方向を示す。 



 

6－53 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3.3－1図(2) バスケット構造図（ＰＷＲ用キャスク（タイプ１） 

（タイプ１バスケット）） 
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第 3.4－4 図 使用済燃料集合体の収納配置 

（新型８×８燃料のみを収納する場合） 

  

：燃焼度がＣに収納する使用済燃料集合体の最低燃焼度以下となる 
使用済燃料集合体の収納位置 

：燃焼度が40,000 MWd/t以下となる使用済燃料集合体の収納位置 

：燃焼度が34,000 MWd/t以下となる使用済燃料集合体の収納位置 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 
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第 3.4－5 図 使用済燃料集合体の収納配置 

（新型８×８ジルコニウムライナ燃料のみを収納する場合） 

  

：燃焼度がＣに収納する使用済燃料集合体の最低燃焼度以下となる 
使用済燃料集合体の収納位置 

 ：燃焼度が40,000 MWd/t以下となる使用済燃料集合体の収納位置 

：燃焼度が38,000 MWd/t以下となる使用済燃料集合体の収納位置 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 
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第3.4－6図 使用済燃料集合体の収納配置 

（高燃焼度８×８燃料のみを収納する場合） 

  

：燃焼度がＣに収納する使用済燃料集合体の最低燃焼度以下となる 
使用済燃料集合体の収納位置 

 ：燃焼度が50,000 MWd/t以下となる使用済燃料集合体の収納位置 

：燃焼度が43,000 MWd/t以下となる使用済燃料集合体の収納位置 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 
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第3.4－7図 使用済燃料集合体の収納配置 

新型８×８ジルコニウムライナ燃料及び 

高燃焼度８×８燃料を混載収納する場合 

  

：燃焼度がＣに収納する使用済燃料の種類ごとの最低燃焼度以下となる
使用済燃料集合体の収納位置 

：新型８×８ジルコニウムライナ燃料の燃焼度が40,000 MWd/t以下，及
び高燃焼度８×８燃料の燃焼度が50,000 MWd/t以下となる使用済燃料

集合体の収納位置 

：新型８×８ジルコニウムライナ燃料の燃焼度が38,000 MWd/t以下，及
び高燃焼度８×８燃料の燃焼度が43,000 MWd/t以下となる使用済燃料
集合体の収納位置 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 
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第3.4－8図 使用済燃料集合体の収納配置 

 

  

①：燃焼度が48,000MWd/t以下の使用済燃料集合体の収納位置 
（バーナブルポイズン集合体を挿入する場合を含む） 

②：燃焼度が44,000MWd/t以下の使用済燃料集合体の収納位置 
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5. 計測制御系統施設 

5.2  計測設備 

5.2.2  設計方針 

計測設備は，事業開始以降，金属キャスクを順次搬入してから全ての金

属キャスクを貯蔵後搬出するまで，いずれの状態においても，安全性の確

保の観点から以下を考慮した設計とする。 

また，使用済燃料貯蔵施設の監視ができなくなった場合に備え，代わり

に監視を行うための計測器を適切な場所に保有し，準備が整い次第，監視

を再開する。 

(1) 監視機能 

計測設備は，使用済燃料貯蔵施設の監視のために必要な金属キャスク

蓋間圧力，金属キャスク表面温度及び使用済燃料貯蔵建屋給排気温度を

測定できる設計とする。また，測定データを記録及び表示する機能を有

した表示装置を設けるとともに，測定値が異常な値を示した場合には警

報を発報する設計とする。 
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7. 放射線防護設備及び放射線管理設備 

7.1  放射線防護設備 

7.1.2  設計方針 

(5) 遮蔽設計に用いる線源強度 

遮蔽設計における線源は，使用済燃料集合体を収納した金属キャスクと

し，その基数は，事業開始以降，金属キャスクの基数及び配置がいずれの

状態においても最も厳しい条件となるよう，使用済燃料貯蔵建屋貯蔵区域

では最大 288 基，受入れ区域では最大９基（たて起こし架台１基，仮置架

台７基，検査架台１基）を適切に配置する。使用済燃料貯蔵建屋の最大貯

蔵時の機器配置図を第 2.4－1 図(2)，断面図を第 2.4－2 図に示す。 

金属キャスクの線源強度は，敷地境界外の線量が保守的な評価結果とな

るように，コンクリートの透過率を考慮して，ＢＷＲ燃料及びＰＷＲ燃料

用の代表キャスクに対して保守的な線量評価を与えるようなガンマ線及び

中性子線のエネルギスペクトル（以下「包絡スペクトル」という。）（１）を

設定するとともに，金属キャスク表面から１ｍの位置における平均の線量

当量率が 100μSv/h となるように規格化する。 

ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ），ＢＷＲ用中型キャスク（タイプ

２）及びＰＷＲ用キャスク（タイプ１）のガンマ線及び中性子線のエネル

ギスペクトルは，包絡スペクトルに包絡されており，包絡スペクトルで線

量を評価することで保守的な評価結果となる。また，金属キャスクからの

放射線の線質を全て中性子又は全てガンマ線とした条件においてそれぞれ

評価し，保守的な評価結果を採用する。 

包絡スペクトル，ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ），ＢＷＲ用中型
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キャスク（タイプ２）及びＰＷＲ用キャスク（タイプ１）のエネルギスペ

クトルのコンクリート中のガンマ線の実効線量率減衰比を第 7.1－2 図(1)，

コンクリート中の中性子線の実効線量率減衰比を第 7.1－2 図(2)に示す。 

遮蔽設計においては，遮蔽体の形状，材質等を考慮し，十分な安全裕度

を見込むこととする。 
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7.2  放射線管理設備 

7.2.2  設計方針 

(3) 放射線計測器 

平常時及び放射線レベルが上昇するような事故時に備えて，必要な放

射線計測器を適切な場所に備える。 

また，放射線計測器による放射線の監視測定ができなくなった場合に

備え，代わりに監視測定を行うための計測器を保有し，準備が整い次第，

監視測定を行う。 
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第7.1－2図(1) コンクリート中のガンマ線の実効線量率減衰比 
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第7.1－2図(2) コンクリート中の中性子線の実効線量率減衰比 
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8. その他使用済燃料貯蔵設備の附属施設 

8.3  電気設備 

8.3.2  設計方針 

電気設備は，事業開始以降，金属キャスクを順次搬入してから全ての金

属キャスクを貯蔵後搬出するまで，いずれの状態においても安全性の確保

の観点から，以下を考慮した設計とする。 

(1) 電気設備は，使用済燃料貯蔵施設の操作，監視等に必要な電源として，

外部電源系統に加え，十分な容量及び信頼性のある無停電電源装置と電

源車を有する設計とする。なお，電源車は適切な場所に配備することと

する。 

(2) 無停電電源装置は，外部電源喪失時にも金属キャスクの閉じ込め機能

と除熱機能を監視する設備及び放射線監視設備が作動し得るのに十分な

容量を有する設計とする。 

(3) 無停電電源装置は，万一の火災等の非常時においても通信連絡設備を

作動し得るのに十分な容量を有する設計とする。 

(4) 電源車は，無停電電源装置の給電可能時間を超える外部電源喪失が発

生した際に，無停電電源装置に電気を供給する設計とする。これにより，

外部電源喪失後，約72時間の給電を可能とする。 

(5) 電源車に燃料を補給するために，敷地南側高台に地下式の軽油貯蔵タ

ンクを設ける設計とする。 

(6) 使用済燃料貯蔵施設内のケーブル，電源盤等の材料は，実用上可能な

限り不燃性又は難燃性材料を使用する設計とする。 

(7) 通路誘導灯と避難口誘導灯は，外部電源が喪失しても有効な蓄電池
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（20分以上作動）を有する設計とする。また，所轄消防署との協議に基

づき受変電施設に設置している無停電電源装置より給電される保安灯を

設置していることから，一部の通路誘導灯の設置は免除されている。 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

添付書類九の一部補正 
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添付書類九を以下のとおり補正する。 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

9－5 下６ 

 

下３ 

…本申請に必要な申請書を，

品質保証委員会へ付議し，審議

を受ける。 

また，事業許可に係る官庁申請

を主管する箇所の長は，品質保

証委員会の審議を得た… 

 

 

…本申請に必要な申請書を，

使用済燃料貯蔵施設保安委員会

へ付議し，審議を受ける。 

また，事業許可に係る官庁申請

を主管する箇所の長は，使用済

燃料貯蔵施設保安委員会の審議

を得た… 

9－6 上６ 

 

上10 

3.3.4 新検査制度移行に際し

ての本申請における設計管理の

特例 

 

（記載削除） 

9－17  第１図 適合性確認に関する体

制表 

別紙１の記載に変更する。 
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第１図 適合性確認に関する体制図（注１） 

 

 

（注１）令和４年２月１０日に申請した使用前確認に係る
使用前確認証の交付後３０日以内に適用すること
とし，それまでの間は，キャスク管理部はキャス
ク設計製造部と読み替え，キャスク設計グループ
に係る職務は従前のキャスク設計製造グループが
担務し，キャスク保全グループに係る職務は保全
グループが担務し，通信連絡設備に関する施設管
理は総務グループが担務する。 

品質保証 

グループ 
品質監査部 

企画グループ 

総務グループ 

経理グループ 

企画総務部 
リサイクル燃料

備蓄センター長 
社 長 

品質保証委員会 

使用済燃料貯蔵

施設保安委員会 
品質保証部 

品質保証 

グループ 

防災安全 

グループ 

技術グループ 

環境・放射線 

管理グループ 

立地・広報 

グループ 

防災安全部 

技術安全部 

地域交流 

グループ 

地域交流部 

使用済燃料 

取扱主任者 

保全グループ 

貯蔵グループ 

土木・建築 

グループ 

貯蔵保全部 

キャスク設計 

グループ 

キャスク保全 

グループ 

キャスク管理部 


